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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、エチオピア連邦民主共和国からの要請に基づき、2004

年7月より5年間の計画で技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」を開始しました。 

今般、プロジェクトのこれまでの実績及び実施プロセスを評価5項目の視点に基づいて総合的に

評価し、課題への対応に関する提言と今後への教訓の抽出を行うことを目的として、2009年1月10

日から30日の21日間にわたって終了時評価調査団が派遣されました。調査団はエチオピア連邦民

主共和国政府関係者とともに評価調査結果及び提言・教訓を合同評価報告書に取りまとめました。 

本報告書は、その結果を取りまとめたものであり、他のプロジェクトを含め、プロジェクトの

運営に広く活用されることを望むものです。ここに、終了時評価調査にあたってご協力を頂いた

内外関係者の方々に、改めて深い謝意を表するとともに引き続き一層のご支援をお願いする次第

です。 

 

平成24年6月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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FRGプロジェクト対象地域
オロミア州東ショワ・ゾーン 
（及びアルシ・ゾーンの一部）
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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：農民支援体制強化計画 

分野：農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA農村開発部 協力金額（評価時点）：約5億3,000万円 

協力期間 （R/D）：2004.7.16～2009.7.15 先方関係機関（監督機関/実施機関）： 

エチオピア農業研究機構（EIAR）/メルカサ連邦農

業試験場（MARC） 

オロミア州農業研究局（OARI）/アダミツール州立

農業試験場（ATARC） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：技術協力プロジェクト「灌漑農業改

善計画」、技術協力プロジェクト「ベレテ・ゲラ参

加型森林管理計画プロジェクト・フェーズ2」 

１－１ 協力の背景と概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）における農業は、国内生産の約50％、

就業人口の85％を占める重要産業であり、エチオピアの貧困削減戦略文書（PRSP）である「貧

困削減のための加速的かつ持続可能な開発計画」（PASDEP）においても、優先分野とされてい

る。エチオピアでは長年にわたる食料不足の危機に瀕しており、農産物の97％を生産する小規

模農家が、改善された技術を導入することによって、農業生産性を向上することが極めて重要

である。そのためエチオピア農業研究機構（EIAR）は、農民にとって適用が容易な農業技術を

農民参加の下に開発することを目的とし、1990年代後半から農民研究グループ（FRG）アプロ

ーチ（農民と研究者、そして普及員が共同して、農業技術の開発と改善を試みる研究アプロー

チ）を導入している。しかし、従来の活動はトップダウン式中心のため農民の要望を十分にく

み上げることができていなかったため、エチオピア政府は2003年に農民参加による技術開発体

制の確立と適正技術普及体制の強化を目的とした技術協力を我が国に要請した。 

このような背景の下、技術協力プロジェクト「農村支援体制強化計画」（2004年7月～2009年7

月）は4つの関係機関、すなわち研究全体の調整機関としてのEIAR、エチオピアにおける穀倉地

帯であるオロミア州の行政機関としての州農業研究局（OARI）、研究機関としての連邦メルカ

サ農業試験場（MARC）とオロミア州立アダミツール農業試験場（ATARC）をカウンターパー

ト（C/P）機関として、協力が開始された。 

 

１－２ 協力内容 

（１）事業目的 

エチオピアの農民が抱えている課題解決を図るため、農民の参加による研究活動・技術

開発を行っていくための方策と体制を確立することを目的とする。 

 

（２）上位目標 

１．対象FRG農家の生計が向上する。 

２．対象地域の主要作物の生産量が増加する。 

３．FRG体制が他試験場において活用される。 
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（３）プロジェクト目標 

東ショワ・ゾーンにおいて、研究・普及の主要な手法の一つの核として、FRGアプロー

チが確立する。 

 

（４）成果 

１．FRGガイドラインが策定される。 

２．農家のニーズと能力に見合った適正な技術が開発、もしくは改善される。 

３．FRGアプローチの普及コンポーネントが改善される。 

４．関係者間の連携が強化される。 

５．FRGアプローチの経験と教訓が発表される。 

 

（５）投入（評価時点）2009年1月現在 

１）日本国側 

総投入額 約5.3億円（評価時点） 

長期専門家派遣 延べ4名（3名体制） 

短期専門家派遣 延べ16名（約27人月） 

研修員受入れ 本邦研修31名（90人月）、第三国研修34名（10人月） 

機材供与 約36,419千円 

ローカルコスト負担 約100,903千円 

２）エチオピア側 

C/P配置 延べ13名 

施設/機材提供 専門家執務室、車両、事務機器 

ローカルコスト負担 約4,890千円 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野・氏名・職位） 

団長・総括 

評価・分析 

計画管理 

星  弘文  JICA農村開発部乾燥畑作地帯第一課 課長 

柿沼 潤   （株）アースアンドヒューマンコーポレーション 研究員

淺野 誠三郎 JICA農村開発部乾燥畑作地帯第一課 職員 

調査期間 2009年1月10日～1月30日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 各成果の実績 

 成果１：FRGガイドラインが策定される。 

成果１は協力期間終了までに十分に達成見込みである。 

指標1：FRGガイドラインの最終版が完成する。 

 

（１）FRGガイドラインは2005年に草案が作成されて以来、数次の検討が重ねられてきてい

る。 

 

（２）2009年3月には最終版についてのワークショップの開催が予定されており、その結果を

踏まえ、2009年5月に最終版が完成予定である。 
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 成果２：農家のニーズと能力に見合った適正な技術が開発、もしくは改善される。 

成果２は十分に達成されている。 

指標2-1：開発、もしくは改善された技術の80％が、各FRG活動が開始されてから3年以内

に、FRG農家の60％以上に採用される。 

指標2-2：農民の50％以上が、技術に非常に満足している。 

 

（１）開発、もしくは改善された技術のうち83％が有効な技術として、FRG農家の85％に採

用されている。 

 

（２）FRG農家の98％がFRG活動に満足している。 

 

 成果３：FRGアプローチの普及コンポーネントが改善される。 

成果３は部分的に達成されている。 

指標3-1：普及活動に参加した非FRG農家の人数が、全FRG農家の10倍に達する。 

指標3-2：FRG農家によるデモンストレーション、フィールド・デイ、農民研修のそれぞれ

が、毎年少なくとも1回は実施される。 

指標3-3：普及員のサービスのタイプ・頻度が改善する。 

指標3-4：終了した研究課題、そして/もしくは技術ごとに1つ以上の普及教材が作成される。

 

（１）対象技術により、FRG農家数の20倍の非FRG農家が普及活動に参加した場合もあった。

技術によって取り入れることが想定される農家数の規模に違いがあるためばらつきが生

じる。 

 

（２）FRG農家の圃場等でのデモンストレーション、フィールド・デイが定期的に開催され、

これまでに1,693名の農家が参加している。 

 

（３）324名の普及員（DA）が研修を受講し、絵図を用いた普及方法などが実践された。一

方、普及員は多くの業務を抱えているため、頻度を高めることには限外があることが確

認された。 

 

（４）普及教材開発委員会が設立され、これまでに2回開催されているほか、FRG40課題につ

いて普及教材作成が進められている。 

 

 成果４：関係機関の連携が強化される。 

成果４は部分的に達成されている。 

指標4-1：すべての関係機関がFRG活動にかかわりをもつ。 

指標4-2：関係者間の連携形態が拡大する。 

指標4-3：関係機関の80％以上が連携関係に満足する。 

 

（１）FRG農家、研究者、州農業局関係者、普及員、非FRG農家が研究・普及の部分でFRG

活動にかかわった。 

 

（２）農民・研究者・普及員がプロジェクトで実施する研修やミーティングに参加したこと

に加え、NGOや企業などとも連携が図られた。 
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（３）世銀の支援を受けている他州の研究所関係者がFRGプロジェクトの視察を行った。 

 

 成果５：FRGアプローチの経験と教訓が発表される。 

成果５は十分に達成されている。 

指標5-1：プロジェクト終了までに文書が出版される。 

指標5-2：5つの論文が発表される。 

    

（１）研究目録、研究報告書、ガイドライン等が出版された。 

 

（２）10本の論文が発表された。 

 

３－１－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：東ショワ・ゾーンにおいて、研究・普及の主要な手法の一つの核とし

て、FRGアプローチが確立する。 

指標1：良好に機能しているFRGの数が、FRGの70％まで増加する。 

指標2：FRG農家の対象作物の生産量が15％増加する。 

指標3：FRG農家の対象作物の生産性が15％増加する 

指標4：対象FRG農家周辺で新たに開発、もしくは改良された技術を採用する農家の数が増

加する。 

 

協力期間終了までに、プロジェクトの目標はおおむね達成する見込みである。指標ごとの

達成状況・今後の見込みは以下のとおりである。特に、指標2及び指標3の増加がめざましい

が、その背景には改良種子の導入や灌漑の実施などがあると思われる。 

    

（１）指標1：多くのFRGが機能しているが、研究対象の作物やテーマが多様であり、その機

能のレベルも大きな違いが確認された。良好に機能している事例としては、あるFRGの

結果が試験場を通じて他のFRGへ反映されているケースが確認された。 

 

（２）指標2：次のとおりめざましい伸びが確認された（いずれも2007年/2004年の生産量の

比）。テフ225％、メイズ479％、インゲンマメ203％、タマネギ242％、トマト336％、ト

ウガラシ137％。 

 

（３）指標3：次のとおりめざましい伸びが確認された（いずれも2007年/2004年の土地生産性

の比）。テフ133％、メイズ210％、インゲンマメ150％、タマネギ185％、トマト335％、

トウガラシ295％。 

 

（４）指標4：FRG農家数の5倍以上の農家が新しく開発、もしくは改良された技術を導入し

ていた。 

 

３－２ 評価結果 

３－２－１ 妥当性：妥当性は高い。 

本プロジェクトは国家開発計画「PASDEP 2005/06-2009/10」に明記されている新しい技術の

開発、普及サービスの改善に向けた取り組みを支援するものである。また、我が国のエチオ

ピア国別援助計画・TICAD IV横浜行動計画とも高い整合性を有する。加えて、FRGアプロー

チの導入は実施機関及び研究者、農家のニーズと合致することが確認された。 
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３－２－２ 有効性：有効性は高い。 

主な活動は計画通り実施され、各成果はプロジェクト目標達成に貢献した。つまり、必要

な手法をガイドラインとして取りまとめ（成果１）、その有効性をプロジェクトでの実践とし

て示す（成果２）とともに、研究部門と普及部門の協働を可能ならしめ（成果２、３）、プロ

ジェクト終了後に形式知として残す（成果５）という構想が功を奏しているといえる。また、

FRGアプローチはプロジェクト実施機関の核となるMARC及びATARCで公認されている。 

 

３－２－３ 効率性：C/Pの交代が生じたものの、プロジェクト目標の達成を阻害するには至

らなかった。 

日本側及びエチオピア側からの投入は、量・質・時期ともに計画通り行われた。また、C/P

の交代がプロジェクトの円滑な実施に影響を及ぼしているとのことが確認されたものの、効

率性を阻害するには至っていない。また、プロジェクトの関係者が必ずしもすべての技術開

発活動においてモニタリングとフォローアップを行うことができなかった。この点は、関係

者の取り扱える適切な件数の開発活動を見極める必要があったと判断される。 

 

３－２－４ インパクト：多くの正のインパクトが確認された。 

対象FRG農家の生計向上、FRGアプローチの拡大に向けて他州の農業試験場との情報・経験

の共有がなされるなどの正のインパクトが確認された。他方でプロジェクトがもたらした負

のインパクトは確認されなかった。 

 

３－２－５ 持続性 

（１）財政的側面 

エチオピア政府はこれまでプロジェクト事務所の光熱費等を負担してきたが、FRG研

究活動費用の多くは日本側が負担してきた。今後はこれら経費の財源を独自に確保する

必要がある。一方、農業農村開発省（MoARD）/世銀の農村能力構築プロジェクト（RCBP）

によりFRGアプローチは今後全国レベルで普及される予定であるほか、農業試験場レベ

ル・農家レベルともに本プロジェクトの効果が認識されていることから、今後プロジェ

クトの効果の広がりが期待される。 

 

（２）組織的側面 

FRGアプローチを形成する主な要素である学際研究チーム及び農民主導による研究

は、現在進行中の公務員改革（BPR）の基本原則に含まれていることから、FRGアプロー

チを維持発展させるための支援が今後期待される。 

 

（３）技術的側面 

FRGアプローチはプロジェクト関係者によって明確に理解されている。また、当初プ

ロジェクトに直接かかわっていなかった研究者も、FRGアプローチを認識し導入し始め

ている。技術的には今後ともMARCやATRACにおいて活用され続けるものと思われる。
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）本プロジェクトはエチオピア政府の4つの関係機関（EIAR、OARI、MARC、ATARC）が

それぞれの役割を十分意識するとともに、各機関の連携の場所として「参加型研究」を位

置づけることで求心力を保つことができたことが、効果発現に大きく貢献した。 

 

（２）農民自身も、FRG農家として技術開発に参加する一団と、非FRG農家としてその後技術を

学ぶ一団というように、関心の度合いに応じて関与の程度を選ぶことができ、普及方法の

選択肢を示すことができたことが効果発現に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）研究者の基礎的能力が不十分であった。すなわち、研究計画の作成や実験データの収集

方法に問題がみられ、そうした点から指導を始める必要があったため、FRGアプローチへ

の取り組み開始まで時間を要することになった。 

 

（２）普及員の交代が頻繁に発生し、FRG活動の進捗や関係者間での連携に影響を及ぼした。

 

３－５ 結 論 

（１）本プロジェクトはエチオピア政府の政策及び日本の援助政策と合致している。 

 

（２）各投入も計画通りに実施され、協力期間終了までにプロジェクト目標及び各成果はおお

むね達成される見込みである。また、プロジェクトの活動の結果として正のインパクトが

発現している。一方、財政的な持続性に関しては、今後エチオピア政府が一層の配慮を行

う必要がある。 

 

（３）上記のことから、当初の計画通り、2009年7月をもって本プロジェクトは終了することが

適切だと結論づけられる。 

 

３－６ 提 言 

（１）FRG活動の総括責任者の任命 

各研究機関はFRG活動を主体的に継続するための責任者を任命すべきである。 

 

（２）FRG活動へのエチオピア政府による予算措置 

各研究機関は、既存予算もしくは新規予算の一部をFRG活動に充当すべきである。 

 

（３）市場を意識したFRG活動 

農産物の市場価格は変動するため、技術開発の過程においても市場を意識すべきである。

 

（４）普及教材の増刷・配布とエチオピア政府による予算措置 

本プロジェクトで作成した普及教材は関係機関から高い評価を受けていることから、増

刷・配布の予算措置を行うべきである。 

 

（５）JICAによる“Farmer Research Group”と世銀による“Farmer Research Extension Group”の

整理 

エチオピア政府は、両ドナーの支援によるプロジェクトで使用している名称の統一と考

え方の整理を行い、無用の混乱を回避すべきである。 
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３－７ 教 訓 

本プロジェクトでは、研究を担う機関をC/Pとしているが、成果の一部には普及まで含まれて

いる。研究部門は普及部門と連携してその活動を行うのが望ましく、このプロジェクトでも普

及を視野に入れた技術開発を行ってきた。しかしながら、プロジェクトが連携を行ってきた組

織の中には普及部門の組織も含まれており、プロジェクト実施の過程で、関係者間で「研究」

と「普及」についての理解が十分共有されてこなかった面がある。こうした点は、プロジェク

ト開始の早い段階で「研究」部門と「普及」部門の関係者間で十分理解を深める必要があった

と思われる。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）における農業は、国内総生産の52.3％、

就業人口の85％を占める重要な産業であり、第二次国家開発5カ年計画及び貧困削減戦略文書

（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）においても優先分野とされている。エチオピアでは長

年にわたる食料不足の危機に瀕しており、農産物全体の97％を生産する小規模農家が改善された

技術を導入することによって、農業生産性を向上することが極めて重要である。そのためエチオ

ピア農業研究機構（Ethiopian Institute of Agricultural Research：EIAR）は、農民が適用できる技術

を農民参加の下に開発することを目的とし、1990年代後半から農民研究グループ（Farmer Research 

Group：FRG）アプローチ（農民と研究者、そして普及員が共同して、農業技術の開発と改善を試

みる研究アプローチ）を導入している。しかし、従来のFRG活動はトップダウン式が中心のため、

農民の要望を十分にくみ上げることができていない。そのためエチオピア政府は2003年に農民参

加による技術開発体制の確立と適正技術普及体制の強化を目的とした技術協力を我が国に要請し

た。 

このような背景の下、技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」（2004年7月～2009年7月、

以下「本プロジェクト」と記す）は、EIAR、オロミア州農業研究局（Oromia Agricultural Research 

Institute：OARI）、メルカサ連邦農業試験場（Melkassa Agricultural Research Center：MARC）、アダ

ミツール州立農業試験場（Adami Tulu Agricultural Research Center：ATARC）をカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として協力が開始され、現在3名の日本人長期専門家（チーフアドバイザ

ー/制度構築、農業普及/適正技術、業務調整/人材育成）を派遣中である。本プロジェクトは、①FRG

体制の指針策定、②農業技術の改善、③普及活動の改善、④関係者（研究－普及－農民）間の連

携強化を通じ、「研究・普及手法の一つの核としてFRGアプローチが対象地域（東ショア・ゾーン）

において確立されること」を目標に各活動を実施している。 

2007年1月に中間評価調査が実施され、その時点までの実績、計画に対する達成度、そして評価

5項目の観点から評価が行われた。同調査においては計画に対する成果の達成度に若干の遅れが生

じていることが指摘されたものの、協力期間後半の活動に重大な支障を与える問題はなく、協力

期間内にプロジェクト目標は十分に達成されるものと結論がなされている。 

今般、プロジェクトが協力期間終了まで半年に至ったことから、「１－２」の調査団派遣の目的

の下、終了時評価調査団（以下、「本調査団」と記す）を派遣することになった。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

本調査団の派遣の目的は下記のとおりである。 

 

（１）プロジェクトの開始から現在までの実績と計画達成度を確認するとともに、評価5項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）に沿って、日本側・エチオピア側双方で総

合的に評価する。 

 

（２）評価結果に基づき、残存協力期間の活動計画を明確にするとともに、その結果を両国政府

関係者に報告・提言する。 
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（３）今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するために、本協力

の実施による教訓を取りまとめる。 

 

１－３ 調査団の構成と調査日程 

１－３－１ 調査団の構成及び担当分野 

本調査団は下記のメンバーから構成された。また今回はエチオピア政府側との合同評価の方

式を取ったことにより、エチオピア側評価団員も本調査に参団した。 

 

〈日本側評価団員〉 

 

 

 

 

 

 

〈エチオピア政府側評価団員〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １－３－２ 調査日程 

調査期間：2009年1月10日～1月30日 

（うち総括、計画管理団員：2009年1月18日～1月30日、評価分析団員：2009年1月10日～1月30

日） 

担当分野 氏名 所属

1 総括 星　弘文 JICA農村開発部　乾燥畑作地帯第一課　課長
2 計画管理 淺野　誠三郎 JICA農村開発部　乾燥畑作地帯第一課　職員
3 評価分析 柿沼　潤 （株）アース　アンド　ヒューマンコーポレーション

研究員

担当分野 氏名 所属

1 総括 Mr. Ibrahim
Mohammed

Development Partners Linkage Caseworker Agricultural
Extension, MoARD

2 研究・普
及1

Mr. Shirif Aliy Researcher, Debre-Zeit Agricultural Research Centre, EIAR

3 研究・普
及2

Ms. Felekech
Lemecha

Livestock researcher, OARI

4 研究制
度・体制

Mr. Chimdo
Anchala

Research –Extension Farmer Linkage Specialist, MoARD,
Rural Capacity Building Project

5 裨益効果 Mr. Deriba
Mekonnen
Taddese

Lume Adama Farmers Cooperative Union

6 評価分析 Dr. Dejene
Aredo

Monitoring and Evaluation Specialist, SG2000/SAA
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１－４ 評価方法 

１－４－１ 評価のフレームワーク 

本終了時評価は、改訂版JICAの評価ガイドラインに基づき、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（Project Design Matrix：PDM）手法を用いて、プロジェクトの当初計画、協力開始時

から評価調査時点までの双方の投入・活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等を

踏まえたうえで、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から多面

的に評価を実施した。あわせて、協力期間終了後における対応についても、ワークショップを

通じて検討し、両国政府関係当局に提言した。  

月日 調査活動場所 活動
1月10日 土 羽田→関空→ 日本発
1月11日 日 →ドバイ→アジスアバ

バ
エチオピア着
調査活動準備

1月12日 月 アジスアババ→アダマ JICAエチオピア事務所との協議

C/P及びFRG農家へのインタビュー（MARC）
1月13日 火 アダマ FRG農家訪問

C/P及びFRG農家へのインタビュー
1月14日 水 アダマ→シャシャマネ

→アダミツール
ATARC場長、C/P、ワレダ農業事務所、普及員及び

FRG農家へのインタビュー（ARARC）

1月15日 木 ズワイ→アダマ FRG農家及び非FRG農家訪問、
ゾーン農業事務所所長及び普及員へのインタビュー

1月16日 金 アダマ→ボセット Abe Industry、FRG農家及び非FRG農家訪問及びイ
ンタビュー
JICA専門家インタビュー

1月17日 土 アダマ 資料整理、実績評価ワークショップ準備

1月18日 日 アダマ→アジスアババ 資料整理、実績評価ワークショップ準備

1月19日 月 アジスアババ 実績評価ワークショップ準備
（総括、計画管理団員エチオピア着）
調査団内打合せ

1月20日 火 アジスアババ エチオピア側評価団員との協議
実績評価ワークショップ

1月21日 水 アジスアババ→ アダマ EIAR総裁表敬

研究員、普及員、FRG農家インタビュー（MARC）
1月22日 木 アダマ 研究員インタビュー（MARC）

FRG農家、Lume Adama協同組合訪問
1月23日 金 アダマ→アダミツール

→ズワイ
ATARC場長インタビュー
FRG農家訪問

1月24日 土 ズワイ→アジスアババ 終了時評価レポート作成

1月25日 日 アジスアババ 終了時評価レポート作成

1月26日 月 アジスアババ 合同評価委員会

1月27日 火 アジスアババ 合同評価委員会
終了時評価レポート署名

1月28日 水 アジスアババ 第6回合同調整委員会

1月29日 木 アジスアババ→ドバイ
→

在エチオピア日本大使館へ調査結果報告
エチオピア発

1月30日 金 →関空→羽田 日本着
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1．妥当性 

（Relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、

受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切

か、相手国と日本国側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦

略・アプローチは妥当か、公的資金であるODAで実施する必要がある

かなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。

2．有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がも

たらされているか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

3．効率性 

（Efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用

されているかを問う視点。 

4．インパクト 

（Impact） 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や

波及効果をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。

5．持続性 

（Sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか

（あるいは持続の見込みはあるか）を問う視点。 

 

１－４－２ PDMe（終了時の際のPDM） 

2003年8月の事前調査の際、最初のPDM案が作成され、2004年1月の討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）で上位目標が追加され、暫定版PDMが作成された。さらに、2005年1月の運

営指導調査で対象地域の一部変更（アカキ及びギンビチュワレダは、デブラゼイト農業研究所

の管轄下のため対象地域から外し、その一方でアルシ・ゾーンのドドタシレがMARCの管轄であ

るため対象地域に追加された）が行われた。その後、2007年１月の中間評価調査の際、PDMの

指標と活動の一部を改訂した。今回の終了時評価ではこのPDMを用いた。 

なお、中間評価調査での主なPDMの改善点は以下のとおりである。 

 

（１）上位目標及びプロジェクト目標の「良好に機能しているFRGが増加する」の定義を以下の

とおりとした。 

・問題の診断、分析ができる。 

・問題解決のために外部から必要情報を収集できる。 

・他の農家を支援し、助言できる。 

 

（２）プロジェクト目標で指標2、3の「主要作物」を「対象作物」に変更した。 

 

（３）成果１の「FRGのガイドライン」を「ガイドライン最終版が完成する」と変更し、入手手

段を「社会経済調査」から「FRGガイドライン最終版」に変更した。 

 

１－４－３ 評価調査に用いた方法（評価手順及び情報・データ収集方法） 

本評価では、プロジェクト関係の各種報告書の分析、現場の視察、プロジェクト関係者への

聞き取り調査をした。また、C/P及び日本人専門家、そして合同評価チームが参加した実績評価

ワークショップの結果等も参照し、調査結果を取りまとめた。 

 

（１）プロジェクト関係書類の収集・検討（資料・文献レビュー） 

評価を行うにあたり、調査前及び調査中に関連資料を収集してプロジェクトの概要を把

握、その背景を整理するとともに進捗状況を再点検し、プロジェクトの抱える問題や課題
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を検討した。 

 

（２）評価グリッド 

参考資料等から情報を得て、現地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザイ

ンとして評価グリッドを作成した（評価グリッドは付属資料２．合同評価報告書参照）。 

 

（３）質問票の作成・改修 

現地調査に先立ち、評価分析団員が評価グリッドを基に、C/Pであるプロジェクトマネー

ジャーをはじめとした、各成果の主な担当者であるEIAR/MARC（4名）とOARI/ATARC（8

名）職員及び日本人専門家（3名）に対し質問票を送付し、回収・分析を行った。また、本

質問票を補う形で、C/P及び日本人専門家に対しては、個別にヒアリングを行った。 

 

（４）実績評価ワークショップ 

PDM上の各成果及びプロジェクト目標がPDMの指標に従いどの程度達成されているか、

またプロジェクト終了時までに対応すべき事項、更にはプロジェクト終了後の対応事項に

ついて確認するため、C/P、日本人専門家、合同評価チーム等、合計20名から成る実績評価

ワークショップを2009年1月20日に開催した。 

 

〈実績評価ワークショップ概要（2009年1月20日）〉 

スケジュール 内容 

13：00 

13：10 

13：30 

14：00 

 

15：00 

16：00 

 

16：30 

17：00 

開会挨拶 

JICA評価ガイドラインと終了時評価についての説明 

C/Pによるプロジェクトの実績発表 

各成果の指標の達成度、促進要因及び阻害要因、今後の方向につい

てのグループ協議及び発表準備 

グループごとの発表、発表に対する質疑応答 

参加者全員によるプロジェクト目標指標の達成度、促進要因及び阻

害要因、今後の方向についての検討 

検討結果の発表及び発表に対する質疑応答 

結論及び今後の方向性についての確認 

 

ワークショップの結果は、5項目評価結果に反映させるとともに、プロジェクト終了時ま

での対応事項を短期的提言、プロジェクト終了後に対応すべき事項を中・長期的提言とし

て、合同評価報告書に取りまとめた。 

 

（５）現場調査 

合同評価チームは、EIAR/MARC及びOARI/ATARCのプロジェクト事務所の研究者、FRG

農家、非FRG農家、普及員、対象地域（東ショア・ゾーン）の農業局長、NGO（SEDA、SAA）、

世銀が実施している農村能力構築プロジェクト（Rural Capacity Building Project：RCBP）事

務所への訪問インタビューや、現地視察を行った。 
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（６）合同評価委員会 

上記の調査・評価結果を評価5項目に沿って合同評価報告書に取りまとめ、エチオピア側

との合同評価委員会において同報告書内容の詳細を検討した。その結果、2009年1月27日に

内容について合意し、署名を行った。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

評価時点（2009年1月）での投入実績は以下のとおりである。（詳細については付属資料２．合

同評価報告書参照） 

 

〈日本国側〉 

長期専門家 延べ4名（3名体制） 

短期専門家 延べ16名（27.0人月） 

研修員受入れ（本邦研修） 31名（90人月） 

（第三国研修） 34名（10人月） 

機材供与 約36,419千円 

ローカルコスト負担 約100,903千万円 

 

〈エチオピア側〉 

C/P配置 延べ13名 

施設/機材提供 執務室、車両、事務機器 

ローカルコスト負担 約4,890千円 

 

２－２ 成果の達成状況 

成果ごとの達成状況は以下のとおりである。（詳細については付属資料２．合同評価報告書参照） 

 

成果１：FRGガイドラインが策定される。 

指標1：FRGガイドラインの最終版が完成する。 

 

（１）2005年に1stドラフトが完成、現在Ver.3.6まで改訂が重ねられている。 

 

（２）2009年3月にFRGガイドラインに関する最終ワークショップが開催され、その後同年5月に最

終版が完成される予定となっている。 

 

成果２：農民のニーズと能力に適合した適性技術が開発、もしくは改善される。 

指標2-1：開発、もしくは改善された技術の80％が、各FRG活動が開始されてから3年以内に、

FRG農家の60％以上に採用される。 

指標2-2：農民の50％以上が、技術に非常に満足している。 

 

（１）FRG農家の85％がプロジェクトにより改良された技術を採用している。 

 

（２）FRG農家の98％がFRG活動に満足している。 
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成果３：FRGアプローチの普及コンポーネントが改善される。 

指標3-1：普及活動に参加した非FRG農家の人数が、全FRG農家の10倍に達する。 

指標3-2：FRG農家によるデモンストレーション、フィールド・デイ、農民研修のそれぞれが、

毎年少なくとも1回は実施される。 

指標3-3：普及員のサービスのタイプ・頻度が改善する。 

指標3-4：終了した研究課題、そして/もしくは技術ごとに1つ以上の普及教材が作成される。 

 

（１）非FRG農家の74％が、FRG農家から改良技術に関する情報を入手している。 

 

（２）実績評価ワークショップによれば、FRG農家の圃場等でのデモンストレーション（平均年8

回）、フィールド・デイ（平均年5回）が定期的に開催されており、これまでに1,693名の農民

が参加している。 

 

（３）普及員向けの研修をこれまでに5回実施し、計324名の普及員が研修に参加している。実施

された研修のうち2回は、他の2つのJICAプロジェクト（技術協力プロジェクト「灌漑農業改

善計画」及び技術協力プロジェクト「ベレテ・ゲラ参加型森林管理計画プロジェクト・フェ

ーズ2」）と合同で実施されている。 

 

（４）普及教材開発委員会が設立され、これまでに2回開催されている。また、FRG40課題につい

て普及教材作成が進められている。 

 

成果４：関係者間の連携が強化される。 

指標4-1：すべての関係者がFRG活動に参加する。 

指標4-2：関係者間の参加形態が増加する。 

指標4-3：関係者の80％以上が活動の関係に非常に満足する。 

 

（１）FRG40課題のうち20が、ワレダ農業・農村開発事務所と連携した活動を行っている。 

 

（２）FRG40課題のうち21が、協同組合・NGO・民間セクター・他の農業試験場等と連携した活

動を行っている。 

 

（３）プロジェクトが実施した研修の約30％に、農民・普及員・研究員以外の関係者が参加した。

また他の関係者はFRG課題ごとのミーティングに定期的に出席している。 

 

（４）世銀が支援するRCBPと連携し、オロミア州以外の6州の農業関係者が本プロジェクトの活

動を視察した。 

 

（５）FRG課題ごとに関係者の役割は検討され、関係者により普及教材の配布、開発された適正技

術の普及、農器具の改良・普及等の活動が行われている。 
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成果５：FRGアプローチの経験と教訓が発表される。 

指標5-1：プロジェクト終了までに文書が出版される。 

指標5-2：5つの論文が発表される。 

 

（１）以下の文書が出版されている。 

・“Analysis of Baseline Survey Results on FRG and Non-FRG farms”（2005） 

・“Country Gender Profile Ethiopia”（2006） 

・“FRG Research Inventory”（2008） 

・“FRG Completed Research Report 2007”（2008） 

 

（２）以下のガイドラインが作成されている。 

・“Make your field day more productive” 

・“Gender sensitization workshop” 

・“Make your action plan more effective” 

 

（３）以下のワークショップの議事録が取りまとめられている。 

・“Workshop on the water harvesting technology in East Shewa and Arsi Zone” （開催期間23rd-24th 

February,2006） 

・“FRG concept and practice, proceeding of workshop” （開催期間20th-21st October, 2005） 

・“Farmer produced seed workshop” （開催期間18th-19th 2008、今後印刷予定） 

 

２－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標及び指標の達成状況は以下のとおり、おおむね達成されたことが確認された。 

 

プロジェクト目標：東ショワ・ゾーンにおいて、研究・普及の主要な手法の一つの核として、FRG

アプローチが確立する。 

 指標1：良好に機能しているFRGの数が、FRGの70％まで増加する。 

 

（１）中間評価調査の際に設定された「良好に機能しているFRG」の定義は以下のとおりである。 

・問題の診断、分析ができる。 

・問題解決のために外部から必要情報を収集できる。 

・他の農家を支援し、助言できる 

 

（２）しかしながら、「良好に機能しているFRG」の意味は、本プロジェクトの主要な関係者間（研

究者、FRG農家、普及員）で共通の理解が行われていなかった。また、本プロジェクトはFRG

農家に対し、実績を自己評価するために質問票を関係者に配布したものの、すべてを回収す

ることはできず、この時点で指標1を評価することは困難であった。 

 

（３）実績評価ワークショップの結果によれば、FRGの数は18から80に増加している。 
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（４）また合同評価団の現地調査では、作物の種類、企画された研究課題、研究者からのフォロ

ーアップ、及び他の関係者（NGOや普及員）からの支援により、FRGの「機能」の程度には

グループごとに差があることがわかった。例えば、タマネギの種子生産を行っているFRG農家

は能動的な実証試験を行い、その結果は農業試験場を通じて他の農家へフィードバックされ

ている。他方でいくつかの研究課題においては研究員・普及員とFRG農家間のコミュニケーシ

ョンが密ではない事例がみられた。 

 

 指標2：FRG農家の対象作物の生産量が15％増加する。 

プロジェクトが実施したインパクト調査報告書によると、FRG農家における対象作物（特にテ

フ、メイズ、小麦、ソルガム、インゲンマメ、タマネギ、トマト）の生産量は向上している。

例えば、メイズの世帯当たり生産量はベースライン調査が実施された2004年の8.54qtから2007年

には40.9qtまで増加している（qt＝quintal =100kg）。同様に、インゲンマメは2004年の5.61qtから

11.4qtに増加している。 

 

表２－１ 対象作物の生産量の変化（qt/世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：合同評価報告書 

 

 指標3：FRG農家の対象作物の生産性が15％増加する。 

インパクト調査報告書によれば、FRG農家における対象作物の生産性は著しく向上している。

例えば、メイズのha当たりの生産性は2004年と比べ、2007年には100％以上向上している。メイ

ズの生産性の向上は、MARCによる技術移転、及び多くのFRG農家が改良種子生産に参加したこ

とによるものと考えられる。 

 

作物 2004
（ベースラ
イン調査）

2007
（インパク
ト調査）

変化率
（%）

テフ 6.16 13.9 225.6%

メイズ 8.54 40.9 478.9%

インゲンマメ 5.61 11.4 203.2%

タマネギ 31.45 76.1 242.0%

トマト 19.32 64.9 335.9%

トウガラシ 10.48 14.4 137.4%

FRG農家
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表２－２ 対象作物の生産性（qt/ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：合同評価報告書 

 

 指標4：対象FRG農家周辺で新たに開発、もしくは改良された技術を採用する農家の数が増加す

る。 

 

（１）実績ワークショップでは、対象FRG農家の数の5倍以上の農家が新しく開発、もしくは改良

された技術を導入していることが確認された。 

 

（２）インパクト調査では、サンプル回答に応じた近隣の非FRG農家のうち98％がFRG活動を認識

したことが確認されている。表２－３にあるように、非FRG農家にとってFRG農家はFRG活動

の重要な情報源の一つであり、農家間の情報伝達が進んでいることがわかっている。また非

FRG農家の61％が1つ以上の技術をFRG農家から学んでいる。 

 

（３）他方、インパクト調査において、非FRG農家に対し「なぜFRG活動に参加しないのか」につ

いて質問したところ、「FRGに興味がない」と回答した非FRG農家はわずか9.5％であった。そ

のため農業試験場の能力及びFRG活動についての情報の格差がFRG活動に参加する際の障害

になっていると考えられる。 

 

（４）合同評価チームはFRG農家及び非FRG農家へのインタビューを通じて、農家間及びFRG非

FRG間での技術や情報の移転の程度に差があることがわかった。この差は農業試験場の能力、

研究者からのアプローチ方法、普及員からの普及サービスが関係していると考えられる。 

 

表２－３ 非FRG農家のための情報源（N=129、重複回答可） 

 

 

 

 

 

 

出典：合同評価報告書 

作物 2004
（ベースラ
イン調査）

2007
（インパク
ト調査）

変化率
（%）

テフ 6.9 9.2 133.3%

メイズ 10.0 21.0 210.0%

インゲンマメ 7.8 11.7 150.0%

タマネギ 90.05 166.7 185.1%

トマト 63.91 214.0 334.8%

トウガラシ 59.09 174.2 294.8%

FRG農家

FRG活動についての情報源 該当する非FRG農家

同じコミュニティの農民 10
異なるコミュニテイの農民 2
友人及び親戚 29
FRG農家 74
普及員 12
NGO 2
研究者 4
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２－４ プロジェクト実施プロセスにおける特記事項 

（１）行政改革過程での影響 

評価時点で、オロミア州政府は公務員改革の一環であるビジネスプロセス・リエンジニア

リング（Business Process Re-engineering：BPR）が実施されていた。オロミア州政府によれば、

最終結果に関する文書の作成は終了し、既に新たな人員配置が進められているとのことであ

った。BPRでは体制の改革のみならず、研修アプローチについても提言があり、今後各農業試

験場では“Case Team”と呼ばれる専門分野が異なる研究員が学際的チームを結成し、共同研

究を行うこと、そして顧客（農民）志向型農業研究が重視されることになるが、この方向性

は本プロジェクトの活動と一致するものである。 

ただし、過去約2年にわたるBPR文書作成の過程で、C/Pがその準備会議への出席に多くの時

間を割かれ、プロジェクトの進捗に影響を及ぼしたことは否めない。また改革に伴い、特に

MARCでの離職・転職者が多く、中心的な役割を担っていたC/Pの外部流出が起きた。 

 

（２）プロジェクト開始当初の研究員の能力 

日本人専門家に対するインタビューの結果によれば、プロジェクト開始当初は研究員の研

究計画作成方法、実験のデータ収集方法に問題がみられたことから、これらの指導から始め

なければならず、FRGアプローチによる農業研究を開始するまでに時間を要した。 

 

（３）普及員の頻繁な異動 

普及活動を担う普及員は頻繁に異動し、また前任者と後任者の間で十分な引継ぎが行われ

ていないことが、各FRG活動の進捗、関係者間の連携に影響を及ぼした。 

 



 

－13－ 

第３章 評価結果 
 

３－１ ５項目評価 

３－１－１ 妥当性 

プロジェクトの開始当初から、エチオピアの開発政策及び日本政府のエチオピアに対する農

業分野への援助政策に変更はなく、本プロジェクトの妥当性は維持された。 

 

（１）エチオピアの政策との整合性 

農業分野はGDP全体の約50％に寄与し、労働人口の85％を占めるなど、エチオピア経済

は農業分野に依存している状況にある。そのため農業分野は国家開発計画「PASDEP 

2005/06-2009/10」の優先分野に位置づけられている。PASDEPでは新しい技術の開発、普及

サービスの改善を、天水農業に依存する農業生産による食料不足解決の手段と位置づけて

いるが、本プロジェクトはこれに貢献するものである。 

 

（２）日本の援助政策との整合性 

我が国の政府開発援助のエチオピア国別援助計画では食糧安全保障確立のため、農業・

農村開発を重点分野の一つとして位置づけ、支援を行ってきた。JICAのエチオピアに対す

る援助実施計画は、改良型農業技術の研究と普及を通じた農業生産性向上への取り組みの

必要性が強調されており、本プロジェクトはその具体的な取り組みとして位置づけられて

いる。また、我が国政府はTICAD IVやG8サミットで表明した支援策において、農業分野を

重視している。例えば、TICAD IV・横浜行動計画では、農業技術向上のための農業研究及

び普及・指導サービスへの支援、小規模農家・農民組織への新技術の提供などが表明され

ている。したがって、本プロジェクトと我が国の開発政策との整合性は高い。 

 

（３）受益者のニーズとの整合性 

現在、エチオピアでは農民のニーズに即した応用研究が求められており、FRGアプローチ

は農家・研究者のニーズにこたえるものである。具体的には、FRGアプローチにより農民の

ニーズに合致し、かつ農業試験場が支援可能な課題の選定及び農民参加型の研究活動が行

えるようになった。また、研究成果をターゲットグループに向け発信するための普及教材

開発の作成支援を行ったが、エチオピアの普及部門はこのような技術情報が不足している

現状にあるため、これは農業普及にかかわる関係者のニーズとも合致している。 

 

（４）実施機関 

長年にわたりエチオピアでは、農業研究と普及サービスの連携を強化することは優先課

題であった。エチオピア農業研究機構（Ethiopia Agricultural Research Organization：EARO）

（EIARの前身）は、90年代後半から農民の参加による有用技術開発のためFRGアプローチ

を導入してきている。したがって、本プロジェクトは実施機関の戦略とも整合している。 

 

３－１－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。主な活動は計画通り実施され、各成果はプロジェクト目標達
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成に貢献するとともに、FRGアプローチはプロジェクト実施機関の核となるMARC及びATARC

で公認されている。加えて、前述の「２－３ プロジェクト目標の達成状況」で示したように、

2009年1月20日に実施された実績ワークショップ、インパクト調査、及び合同評価チームの現地

調査の結果から、プロジェクト目標はおおむね達成されたことが確認された。 

 

３－１－３ 効率性 

（１）投入の効率性 

日本側及びエチオピア側からの投入は量、質、時期に関しておおむね適切であった。合

同評価チームはプロジェクトの効率性を阻害する重要な問題はなかったと評価した。 

 

（２）投入と活動の効率性 

能力のあるC/Pが適切に配置されたほか、機材はおおむね適切な時期に調達された。研修

はプロジェクトの計画に従って実施され、研修プログラムの期間や内容は適切であった。

しかしながら、FRG農家間でのコストシェアリングの方法やFRG農家の選定方法については

FRGごとの研究課題の多様性が影響し、十分に確立することができていない。加えて、C/P

の転職やC/Pが他の業務に時間を割かれたことが、プロジェクトの円滑な実施に影響した。 

40の研究課題のうち、21課題は他の関係者と効率的に連携しながら行われた。その一方

で、モニタリングとフォローアップを十分に行うことができなかった状況が、少ないなが

らもいくつかの研究課題で見受けられた。 

 

（３）他のプロジェクトや他の組織との連携 

他のJICAプロジェクトと連携し、普及員に研修を実施したほか、東京農業大学、現地の

民間企業・農業協同組合とも連携し、プロジェクト活動が行われた。また合同調整委員会

には農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development：MoARD）や財政経済開発

省、農業協同組合、農民及びNGO等の主要な関係者の参画があった。 

 

３－１－４ インパクト 

以下のとおり、多くの正のインパクトが認められた。 

 

 （１）上位目標の達成見込み 

設定された上位目標は以下のとおりである。 

１．対象FRG農民の生計が向上する。 

２．対象地域の主要農産物の生産が向上する。 

３．FRGアプローチが他の研究所で導入・利用される。 

 

インパクト調査によると、上位目標に対する正のインパクトが以下のとおり認められた。 

１）対象FRG農民の生計向上 

表３－１のとおり、FRG農家は非FRG農家と比べ、高い収入を得ていることが判明した。

また約84％のFRG農家の収入が向上したと報告された。これはプロジェクト対象地域の生

産量と生産性が向上したためと考えられる（収入増加の理由については表３－２を参照）。
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一方、FRG農家の12％は、収入に変化がない、あるいは減少したと回答した。収入が向上

しなかった主な原因としては、洪水の被害、種子と一緒に肥料を与えられなかったこと、

肥料価格の高騰、FRG農家に参加した期間が短いこと、FRG活動を通じ紹介された技術を

実践しなかったことがあげられた。なお、FRG活動は農家の資産形成にも貢献しており、

その結果は表３－３のとおりである。 

 

表３－１ 世帯収入見積もりと農作物生産費用（ETB） 

項目 FRG農家 非FRG農家 

総農業収入 35,205 17,804 

農作物生産経費 19,086 10,641 

粗利益 16,119  7,163 
出典：合同評価報告書 

 

表３－２ 収入向上の理由 

理由 FRG農家（％） 

改良された投入を利用 59.3 

灌漑を利用 5.5 

農業習慣の改善 22.0 

家畜生産の改善 11.0 

複合作物栽培 1.1 

貯蓄習慣の変化 1.1 

合計 100 
出典：合同評価報告書 

 

表３－３ FRGによる資産形成（N=102） 

資産の種類 回答（％） 

家財（テレビ、ベッド、冷蔵庫等） 34.3 

家畜 21.6 

農具（荷車、ポンプ/発電機） 9.8 

家の新築 29.4 

携帯電話の購入 2.9 

自転車の購入 2.9 

子供の教育/人的資源開発 6.9 

製粉機の購入 1.0 

町に土地を取得 7.8 
出典：合同評価報告書 
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２）他機関等との情報共有 

他の5州（ソマリ、アファル、ベニシャングル・グムズ、ガンベラ、ティグライ）の農

業試験場と州農業局の代表者がMARCとATARCを訪問し、FRGアプローチと活動につい

ての情報と経験を共有した。現場レベルでは多くの訪問者がFRG農家の活動を見学し、改

良種子や技術を分かち合っている。 

 

（２）食糧安全保障に対する波及効果 

東ショア・ゾーン農業事務所長へのインタビューによると、過去に干ばつの際、特にボ

セットやアダミツールワレダのような慢性的食料不足に苦しんでいた地域においても、FRG

活動がFRG農家間の食糧安全保障改善に貢献しているとのことであった。 

 

（３）予想される負のインパクト 

プロジェクトがもたらす特定の負のインパクトは確認されなかったが、FRG農家及び非

FRG農家へのインタビューを通じ、FRG農家と非FRG農家間でFRG活動によりもたらされた

技術・投入、情報の共有について理解の差があることが確認された。 

 

３－１－５ 持続性 

プロジェクトの効果は以下の理由により、プロジェクト終了後も持続することが期待される。 

 

（１）財政的側面 

プロジェクト実施期間中、FRG研究活動費用の多くをJICA側が負担していることから、

プロジェクト終了後は、エチオピア政府がFRG研究活動に対し、予算配分をしなければなら

ない。なお、東ショア・ゾーンについては、既に2008年よりFTCでのFRG活動予算を、RCBP

より拠出されている。加えて、普及教材の製作は本プロジェクトが予算を負担していたが、

今後はMoARDより費用負担がなされるべきである。 

 

（２）組織的側面 

2008/09年のオロミア州開発計画では、主要な研究と普及サービスとしてFRGアプローチ

の強化があげられている。さらに、世銀RCBPの支援によりMoARD/EIARが全国レベルで

FRGアプローチを普及させる予定である。FRGアプローチを形成する主な要素である学際研

究チーム及び農民主導による研究はBPRの基本原則に含まれていることから、FRGアプロー

チを維持発展させるための支援が今後期待される。 

 

（３）技術的・概念的側面 

FRGアプローチはプロジェクト関係者によって明確に理解されている。現場レベルでは、

プロジェクトによって導入された改良技術がFRG農家間で移転され、改善・実証されている。

農業試験場レベルでは、当初プロジェクトに直接かかわっていなかった研究者も、FRGアプ

ローチを認識し導入し始めている。 

中央レベルでは、JICAとともに、世銀RCBPの支援を通じてMoARD/EIARがFRGアプロー

チを全国的に導入し始めている。加えて、農業試験場・NGO、RCBPからは、FRG活動の新
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規導入、及び本プロジェクトサイトの訪問について、多くの要望があがっている。 

以上より、FRGアプローチの概念は関係者に理解・導入され始めており、MARCやATRAC

において活用され続け、のみならず他の地域への導入が開始されるものと考えられる。 

 

３－２ 結 論 

（１）本プロジェクトはエチオピア政府の政策及び日本の援助政策と合致していることが確認さ

れるとともに、協力期間終了までにプロジェクト目標及び各成果はおおむね達成される見込

みであると判断される。 

 

（２）よって当初の計画通り、2009年7月をもって本プロジェクトは終了することが適切だと結論

づけられる。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提 言 

４－１－１ 協力期間終了時までの対応事項 

（１）FRGガイドラインへの必要事項の盛り込み 

FRGガイドラインは、2009年5月に完成する見込みであるが、その際にFRG農家の選定基

準、コストシェアリングの問題、非FRG農家への普及の観点について、ガイドラインに盛り

込む必要がある。 

 

（２）FRG活動の研究員によるモニタリング・評価体制の強化 

今回の調査により、研究員がFRG活動の進捗を十分に把握していない事例が見受けられた。

FRG活動には研究員による定期的な指導・モニタリングが重要であるところ、プロジェクト

終了までに研究員によるモニタリング・評価体制の強化（意識づけの強化）が必要である。 

 

（３）FRGごとのプロファイル・広告板の作成 

個々のFRG活動は着実な成果が上がっているとはいえ、それに至るまでのプロセスは三者

三様である。個々の事例はその後のFRG活動及び他地域においてFRGアプローチを普及する

うえで、研究員にとり有益な情報となることから、プロジェクト期間内にプロファイルを

作成する必要がある。また近隣農家への広報、巻き込み促進のため広告板を設置すること

を提言した。 

 

４－１－２ 協力期間終了後の対応事項 

（１）FRG活動の総括責任者の任命 

プロジェクト終了後、FRG活動を主体的に継続するために、相手国実施機関は総括責任者

を任命するべきである。 

 

（２）FRG活動への予算措置 

現在、個々のFRG研究予算はJICAプロジェクトより支出されていることから、相手国実

施機関がFRG活動を継続するには、新たにFRG研究予算を確保するか、もしくは既に予算が

確保されている研究活動をFRGアプローチに沿って行うなどの措置が必要とされる。 

 

（３）マーケティングの視点 

現在、FRG活動は適正技術開発に主眼を置いているが、農産物の価格変動は農家の生計に

大きく影響を与えることから、マーケティングの視点も取り入れる必要がある。 

 

（４）普及教材の増刷・配布 

本プロジェクトが作成している普及教材はMoARD及び世銀をはじめとして、各関係者か

ら高い評価を受けている。今後各農民トレーニングセンター（Farmer Training Center：FTC）

に配布し、普及員に利用してもらうためには、普及教材の増刷と配布が必須である。既に、

MoARD及び世銀が実施しているRCBPとは、同省・同プロジェクトの予算を活用した普及
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教材の増刷・配布に合意していることから、今後その合意が履行されるようJICA事務所を

通じてフォローする必要がある。 

 

（５）“Farmer Research Group”と“Farmer Research Extension Group” 

今後、FRGアプローチを普及・強化していくうえで、普及員の関与を強化することが肝要

であるが、これを阻害する要因の一つが名称（“Farmer Research Group”）にあるという見解

がある。他方、エチオピアの普及体制の強化を目的とし、普及員の研修、FTCの強化等を進

めている世銀RCBPは普及員の参画を念頭に置いた“Farmer Research Extension Group” アプ

ローチを国内全域で普及する計画を有している。本プロジェクトにより対象研究所におい

てFRGアプローチが浸透し、農家レベルでのインパクトが確実に発現しているとはいえ、今

後本アプローチを普及・展開するためには、定義の整理、普及員の関与の促進、世銀RCBP

とのデマケーション等の論点を十分に検討する必要がある。 

 

４－２ 教 訓 

本プロジェクトはFRGアプローチを通じ農家のニーズに的確に対応した技術開発を行うための

研究方法を確立するものであるが、研究成果を確実に広めるために普及の要素も取り入れたプロ

ジェクトの枠組みとなっている。したがって、C/P機関は政府の研究部門の組織であるが、プロジ

ェクトにおいては普及部門の組織との連携を行うことになっている。このように、科学的関心の

みから行われる研究ではなく、普及を見据えた研究を行うため、関係機関の中には研究部門と普

及部門の組織が含まれることになったが、これが「研究プロジェクト」と「普及プロジェクト」

のどちらを行っているのか、関係者間で理解が分かれる一因となった。プロジェクトを実施して

いく過程で、本件はあくまで普及の要素を取り入れた「研究プロジェクト」であることで認識が

統一されたが、このような両部門の橋渡しを行うようなプロジェクトでは可能な限り早い段階に

おいて関係者間でプロジェクトの主軸がどこにあるのか明確にしておき、研究と普及の連携を進

めていくこと必要である。 

 



付 属 資 料 

 

１．主要面談者一覧 

 

２．合同評価報告書 
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